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年 6 月 2 0 日

葛飾区特別区税条例の一部を改正する条例の概要

1 雑 損控除の特例

東 日本大震災により住宅や家財等について生 じた損失については、所得割の納税

義務者の選択により、平成 22年 において生 じた損失の金額 として、平成 23年 度

以後の年度分の特別区民税の雑損控除額の控除として適用できることとするc

(区税条例 付則第 15条 )

2 住 宅借入金等特別税額控除の適用期間に係 る特例

住宅借入金等特別税額控除の適用を受けていた住宅が、東 日本大震災により居住
の用に供することができなくなった場合においても、控除対象期間の残 りの期間に
ついて、引き続き税額控除を適用することができることとする。

(区税条例 付則第 16条 )





議案第 34号  関 係資料

平成 23年  6月 20日

葛飾 区特別 区税条例の一部 を改正す る条例

葛飾 区特別区税条例 (改正部分抜粋)新 旧対照表

現 行 改正案

十寸貝J
|

篠噂本大震災に係る雑損控除額等の特例)

第 15条 所 得割のネ内税義務者の選択により、法附則

第42条第3項 に規定する特例損失金額 (以下この条

において 「特例損失金観 という。)に ついては、平

成 22年において生じた法第314条の2第 1項第 1号

に規定する損失の金額として、この条例の規定を適用

することができる。この場合において、第 17条の規

定により控除された金額に係る当該特例損失金額は、

その者の平成 24年度以後の年度分の区民税に係るこ

の条例の規定の適用については、平成 23年において

生じなかったものとみなえ

2         を 受けた所得割の納税義務者
の同項の規定により適用される第 17条の規定により

控除された金額に係る斡 損ヽ失金額が平成 24年以後
の各年において生じたものである場合における前項

の規定の適用については、同項中 「平成 23年」とあ

るのは、「当該特例損矢金額が生じた年」とする。

豊 第 1項前段の場合において、第 17条の規定によ

り控除された金額に係る特例損失金額のうちに、同項
の規定の適用を受けた者と生計を一にする令第48条

の6第 1項に規定する親族の有する法附則第42条第
3項 に規定する資産について受けた損失の金額 (以下

この条において 「親族資産損失額」という。)が ある

ときは、当該親族資産損失額は、当該親族の平成 24

年度以後の年度分の区民税に係るこの条例の規定の

適用については、平成23年 において生じなかったも

のとみなf

土 第 1項の規定の適用を受けた所得割のネ筋麟

者の同項の規定により適用される第 17条の規定によ

り空除された金額に係る親族資産損失額が平成 24年

以後の各年において生じたものである場合における

前項の規定の適用につぃては、同項中 「平成23年」
とあるのは、「当該親族資産損失額が生じた年どとす

る。

三 第 1項の規定は、平成23年度分の第23条第 1項

4項 の規定による申告書 (
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いて区民税の納税通知書が送達される時までに提出

されたもの及びその時までに提出された第24条第 1

項の確定申告書を含む。)に 隻 1項の規定の適用を受

けようとする旨の記載がある場合 (これらの申告書に

その記載がなし)ことについ重やむを得なぃ理由があ

ると区長が認める場合を含魂 )に 限り、適用する。

僚調本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除の

適用期限の特例)

第 16条 所 得割のネ内税義務者が前年分の阿マ斬光につ

き東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨

時特例に関する法律 (平成23年法律第29号)第 13

条第 1項の規定の適用を受けた場合における付則第3

条の5及び付則第3条の5の 2の規定の適用について

は、付員け第 3条の5第 1項中 1租税特型錯置法第41

条又は第41条の2の 2」とあるのは 「東日本大震災

の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する

法律 (平成 23年法律第 29-助 第 13条第 1項の規定

により読み替えて適用される租税特別措置法第4上条

又は同項の規定により適用される租税特別措置法第

るのは 「法附則第45条第2項 の規定により読み替え

て適用される法附則第5条の4第 6項」と、付則第3

条の5の 2第 1項中 「租税特別措置法第41条又は第

41条 の2の 2」とあるのは [奥国杢大震災ピ2被災者等

に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第 13条

第 1項の規定により読み替えて適用される租税特別

措置法第41条又は同項の規定により適用される租税

特別措置法第41条の2の 2とと、「法附貝1第5条 の4

の2第 5項」とあるのは 「法附則第45条第2項の規

第5項」と、同条第2項第 2量 中 i租税特別措置法第

41条の2の 2」とあるのは 「東日本大震災の被災者等

に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第 13条

第 1項の規定により適用される租税特別措置法第41

条の2の 2」とする。

付則

この条例は、公布の国から施行する。ただし、付則に

2条を力『える改正規定 (付貝J第16条に係る部分に限

る。)は 、 平成24年 1月 1日から施行する。
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